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令和５年度長崎県小規模省エネルギー対策推進事業費補助金実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、原油価格や物価の高騰などの影響を受けている県内中小企業者等が、経営

改善に向けて省エネルギー設備（以下「省エネ設備」という。）を導入するための費用に

ついて、予算の定めるところにより、長崎県小規模省エネルギー対策推進事業費補助金

（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、長崎県補助金等

交付規則（昭和40年長崎県規則第16号。以下「規則」という。）、長崎県産業労働部関係

補助金等交付要綱（平成19年長崎県告示第299号。以下「交付要綱」という。）、新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱（令和２年５月１日府地創第127号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及びその他の法令

の定めによるほか、この実施要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次に定めるところによる。 

(1) 中小企業者等 中小企業支援法（昭和38年法律第147号）第２条第１項に規定する  

中小企業者、中小企業団体及びそれに準ずるものとして知事が特に支援が必要と認め

る団体をいう。 

(2) 省エネ設備 燃料の使用量削減等に資する省エネルギー設備をいう。 

(3) 県会計年度 毎年４月１日から翌年３月 31日まで 

 

 （補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次の各号の全てを満たす中小企業者等のうち、別表１に掲げる業

種を営む者とする。 

(1) 県内に主たる事務所、事業所を置いて事業を実施していること 

(2) 申請日時点において、創業後１年を経過していること 

(3) 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制下にある 

団体等でないこと 

 (4) 法人税法（昭和 40年法律第 34号）別表第一に規定する公共法人でないこと 

 (5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）に

規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業にかかる「接客業務受託営業」を行う

者でないこと 

(6) 次のいずれにも該当しないこと（みなし大企業でない者） 

① 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有して

いる中小企業 

② 発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中

小企業 

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている

中小企業 

(7) 法人税（個人事業主の場合は所得税）、県税、消費税及び地方消費税の滞納がない

こと。又は、納税に関して、正式な猶予の手続き等を経ていること 

(8) 令和４年度に、長崎県省エネルギー等設備導入経営改善支援事業費補助金、省エネ

ルギー等設備導入緊急支援事業費補助金又は長崎県小規模省エネルギー等設備導入支

援事業費補助金の交付を受けていないこと 
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２ 知事は、前項の規定に準ずると認められる事業者について、補助対象者とすることが

できる。 

 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）とは、別表２に掲げる

省エネ設備を導入し、経営の改善を図るための事業とする。 

２ 補助事業において、同一の補助対象設備について、国、県、市町が実施する設備導入

等に係る他の補助制度と併用して交付を受けることはできない。 

 

（補助事業の実施期間等） 

第５条 補助事業の実施期間は、知事が第８条第１項の規定による交付決定を行った日か

ら令和６年１月31日までとする。ただし、特別の理由がある場合は、この限りでない。 

 

 （補助対象経費、補助率及び補助金額等） 

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、補助事業に要する

経費であって、別表２に掲げる経費のうち、知事が必要かつ適当と認めるものとする。 

２ 補助率及び補助額は別表２のとおりとする。ただし、算出した補助金額に1,000円未満

の端数があるときは、これを切り捨てる。 

３ 第18条の規定による利益等排除に該当する補助事業者に係る経費については、当該利 

益等排除後の金額をもって、補助対象経費とする。 

４ 補助金の適用期間は、前条第１項に規定する補助事業の実施期間とする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第７条 補助金を申請しようとする者（以下「交付申請者」という。）は、規則第４条の規

定に基づき、令和５年度長崎県小規模省エネルギー対策推進事業費補助金交付申請書（様

式第１号。以下「補助金交付申請書」という。）により申請を行うものとする。 

２ 規則第４条の規定により、補助金交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 申請チェックリスト 

(2) 誓約書（様式第２号） 

(3) 県税に関し未納がないことを証明する証明書の写し又は新型コロナウイルス感染症

の影響により徴収猶予を受けていることが分かる書類 

(4) 法人税（個人事業主の場合は所得税）、消費税及び地方消費税に係る未納税額のな

いことを証明する証明書の写し又は新型コロナウイルス感染症の影響により徴収猶予

を受けていることが分かる書類 

(5) 直近事業年度の貸借対照表及び損益計算書等 

(6) 補助事業に係る見積書の写し 

(7) 導入する省エネ設備の性能等を証明する資料 

(8) 施工前の状況がわかる写真等 

(9) 交付申請者が法人の場合は、法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の写し、交付

申請者が個人事業主の場合は、本人確認書類の写し 

(10) その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項に規定する補助金交付申請書を提出できる時期は、別に定める。 
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 （補助金の交付決定） 

第８条 知事は、前条の申請があったときは、その内容を審査のうえ、適当と認める時は

補助金の交付の決定をし、補助金交付決定通知書(様式第３号)により通知するものとす

る。 

２ 知事は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

３ 知事は、申請の内容を審査した結果、不交付の決定をする場合は、補助金不交付決定

通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

 

（申請の取下げのできる期限） 

第９条 規則第８条第１項に規定する申請の取下げをすることができる期日は、補助金の

交付決定の通知を受けた日から15日を経過した日とする。 

 

（補助事業の実施状況報告） 

第10条 規則第11条第１項に規定する状況報告は、知事が必要とする場合、指定する日ま

でに実施状況報告書（様式第５号）より行うものとする。 

 

（補助事業の内容又は経費の配分の変更） 

第11条 補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、規

則第11条第２項の規定に基づき、あらかじめ申請書を知事に提出し、その承認を受けな

ければならない。ただし、補助事業に要する経費の配分のうち、補助事業に要する経費

区分間の配分額の20パーセント以内の金額を変更しようとする場合で交付決定額に変更

を生じないものについてはこの限りでない。 

２ 知事は、前項の承認には、必要に応じ条件を付し、又はこれを変更することができる。 

３ 第１項の申請は、変更承認申請書（様式第６号）によるものとし、添付すべき書類は

第７条第２項に規定する書類のうち、内容に変更が生じたものとする。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第12条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ中

止（廃止）承認申請書（様式第７号）を知事に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

 

 （契約等） 

第 13条 補助事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、

契約の相手方に対し、補助事業の適正な遂行のため必要な調査に協力を求めるための措

置を講じることとする。 

２ 前項の規定は、補助事業の一部を第三者に請負わせ、又は委託し、若しくは共同して

実施する体制が何重であっても同様に取り扱うものとし、補助事業者は、必要な措置を

講じるものとする。 

 

 （補助事業遅延等の報告） 

第 14条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

とき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに補助事業遅延等報告書（様

式第８号）を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 
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 （補助事業の実績報告及び補助金の交付） 

第15条 補助事業者は、補助事業が完了し、補助金の交付を受けようとするときは、規則

第13条第１項の規定に基づき、令和５年度長崎県小規模省エネルギー対策推進事業費補

助金実績報告書（様式第９号。以下「実績報告書」という。）を、事業の完了した日から

30日を経過した日又は令和６年２月９日のいずれか早い日までに知事に提出しなければ

ならない。ただし、特別の理由がある場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定による実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 証拠帳票類の写し 

 (2) 事業の実施状況及び実施結果が確認できる写真等 

 (3) その他知事が必要と認める書類  

３ 補助事業者は、補助事業の廃止の承認を受けたときは、規則第 21 条の規定に基づき、

実績報告を省略する。 

 

 （補助金の額の確定） 

第16条 知事は、前条の規定により実績報告を受けた場合においては、書類の審査及び必

要に応じて現地の状況調査等を行ったうえで、交付すべき補助金の額を確定し、補助金

交付額確定通知書（様式第10号）により通知するものとする。 

 

 （交付手続の特例） 

第17条 交付要綱第9条の規定により、補助事業者は請求書の提出を省略することができる。 

 

（利益等排除） 

第18条 交付申請者が、自身又は財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和38年大蔵省令第59号）第８条第３項に規定する親会社若しくは子会社、同条第５項に

規定する関連会社又は同条第８項に規定する関係会社から調達を受けることによって補

助事業を実施しようとする場合（他の会社を経由する場合及びいわゆる下請会社の場合

を含む。）は、別表３に掲げる方法により利益等排除を行うものとする。 

 

（補助金の経理） 

第19条 補助事業者は、この補助事業に係る経理についての収入及び支出の事実を明確に

した帳簿及び証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する

県会計年度の終了の翌年度から５年間保存しなければならない。 

 

（財産の管理） 

第20条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）については、補助事業完了後も、取得財産等管理台帳（様式第11号）を

備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補

助金の交付目的に従って効率的な運用を図らなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第21条 補助事業者は、取得財産等のうち１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が50

万円以上の財産について、次の各号に定める期間内に補助金の交付目的に反して使用し、

他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しよう

とする（以下「取得財産等の処分」という。）ときは、規則第20条の規定に基づき、あら
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かじめ取得財産等の処分承認申請書（様式第12号）を知事に提出し、その承認を受けな

ければならない。この場合において、知事は、当該取得財産等が次の各号に定める期間

を経過している場合を除き、補助事業者が取得財産等の処分をすることにより収入があ

るときは、その収入の全部又は一部を納付させることができる。 

(1) 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以下「大蔵省

令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年

数に相当する期間 

(2) 大蔵省令に定めのない財産については、補助事業等により取得し、又は効用の増加

した財産の処分制限期間を定める件（昭和53年通商産業省告示第360号）に定められて

いる耐用年数に相当する期間 

 

（補助金の交付の決定の取消し等） 

第22条 知事は、補助事業者が補助金を他の用途に使用し、又は補助金の交付の内容、条

件、その他法令若しくはこれに基づく処分に違反したときは、額の確定の有無にかかわ

らず、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係

る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、その返還を命ずるものとする。 

 

 （成果の公表） 

第23条 知事は、補助金の交付を受けて行った事業の成果について必要があると認めると

きは、公表することができるものとする。 

 

 （雑則） 

第24条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年６月１３日から適用する。 

  

 この要綱は、令和５年１０月６日から適用する。 
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別表１ 対象業種（第３条関係） 

大分類 中分類 小分類 業種 

Ｅ - - 製造業 

Ｇ - - 情報通信業 

Ｉ - - 卸売業、小売業 

Ｌ 74 743、744 機械設計業、商品・非破壊検査業 

Ｍ 76、77 - 飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業 

Ｎ - - 生活関連サービス業、娯楽業 

Ｏ 82 823、824 学習塾、教養・技能教授業 

Ｒ 88～92 - 

廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業(別掲を除

く。)、職業紹介・労働者派遣業、その他の事業サービ

ス業 

分類等は、日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）による。 

 

 

別表２ 補助対象事業等（第４条、第６条関係） 

燃料の使用量削減等に資する省エネルギー設備の導入に要する次の経費 

費目 内容 補助率 
補助金額の

範囲 

設備費 
補助事業の実施に必要な機械装置等の購入に

要する経費 ２／３以内 

（LP ガス設

備は３／４

以内） 

50万円以内 

（下限は 20

万円、ただし

LPガス設備の

下限は 10 万

円）） 

設計費 補助事業の実施に必要な設計費等 

工事費 補助事業の実施に不可欠な工事に要する経費 

※既存設備の撤去・処分に要する経費は対象外 
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別表２における費目「設備費」の対象設備 

 設備区分 種別 

ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
設
備 

高効率空調 

電気式パッケージエアコン（業務用エアコン） 

ガスヒートポンプエアコン 

チリングユニット 

吸収式冷凍機 

ターボ冷凍機 

産業ヒートポンプ 

空冷ヒートポンプチラー（温水利用） 

循環加温式ヒートポンプ 

温水ヒートポンプ（熱回収・水熱源） 

熱風ヒートポンプ 

蒸気発生ヒートポンプ 

施設園芸ヒートポンプ 

業務用給湯器 
業務用ヒートポンプ給湯器 

潜熱回収型給湯器（ガス・石油） 

高性能ボイラ 
蒸気ボイラ 

温水ボイラ 

高効率コージェネレーション 高効率コージェネレーション 

低炭素工業炉 

燃焼式 

抵抗加熱式 

誘導加熱式 

変圧器 
油入変圧器 

モールド変圧器 

冷凍冷蔵設備 

電気冷蔵庫 

電気冷凍庫 

冷凍機内蔵形ショーケース 

コンデンシングユニット 

冷凍冷蔵ユニット 

産業用モータ 産業用モータ（産業用モータ単体・ポンプ・圧縮機・送風機） 

制御機能付きＬＥＤ照明器具 

無線式調光制御設備 

有線式調光制御設備 

人感・明るさセンサ付調光制御設備 
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別表３ 利益等排除の方法（第11条関係） 

１ 利益等排除の対象となる調達先  

以下の(1)～(3)の関係にある会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわ

ゆる下請会社の場合も含む。）は、利益等排除の対象とします。 

利益等排除の対象範囲には、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38

年大蔵省令第59号）第８条で定義されている親会社、子会社、関連会社及び関係会社を用い

ます。 

(1) 補助事業者自身 

(2) 100％同一の資本に属するグループ企業 

(3) 補助事業者の関係会社（上記(2)を除く）  

２ 利益等排除の方法  

(1) 補助事業者の自社調達の場合 

原価をもって補助対象経費に計上します。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価

をいいます。 

(2) 100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合 

取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって補

助対象額とします。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益

計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」といい、売上

総利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行い

ます。この場合の売上総利益率は小数点第２位を切り上げて計算します。 

(3) 補助事業者の関係会社（上記(2)を除く。）からの調達の場合 

取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内

であると証明できる場合、取引価格をもって補助対象経費に計上します。これによりがた

い場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営

業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利益率がマイナスの場合は０とする。）

をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。 

注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する

経費であることを証明してください。また、その根拠となる資料を用意してください。 

なお、(2)及び(3)が一般の競争の結果最低価格であった場合にはこの限りではありま

せん。 

 


